
 ※計画内容によっては手続きが異なることがあります。詳細は各手続きの窓口にご確認ください。 
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流れ 県高齢者福祉課の動き 県福祉事務所の動き 開設主体（事業者）の動き その他関係機関等の動き 
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※①について、南部老人福祉

圏域のみ、福祉事務所審査会

と高齢者福祉課審査をまと

めて行います。 

（約１～２か月） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                         

          

 

            

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高齢者福祉課審査 

（増床が競合した場合、

分科会又は本庁審査会） 

増床・改修計画書提出 

福祉事務所審査会 

審査結果通知 

着工 

↓ 

竣工 

県相談窓口への 

事前相談 

 

 

（増床の場合は、 

市町村福祉担当部

局にも事前相談が

必要です。） 

 

「増床・改修計画書」作成準備 
・開発許可、農地転用等協議 

・建築、水道排水、消防、埋蔵文化財関係協議 

・資金計画調整 

・入所者の処遇計画策定 

・その他必要な手続き 

着工関係手続き（開発許可・建築確認・入札等） 

そ
れ
ぞ
れ
の
手
続
き
を
進
め
る 

増床・改修フローチャート 

凡例 
 

 
 

県福祉サイド関係 

で行う手続き等 

 
 

その他事業者・関係機関等 

で行う手続き 

 

  
 

①改築・増床 

②
改
修
・
増
築 

②事前審査がある場合 

①事前審査がない場合 

③財産処分が必要な場合 

財産処分手続き 

・補助金の交付を受けた施

設の転用を行う場合、財産

処分手続きが必要です。 

・処分手続きと変更手続き

を並行して進め、財産処分

が完了した後、変更許可を

行います。 

 

（計画書に記載） 

①改築・増床の場合…2～3カ月 

②改修・増築の場合…1～2か月 

 変更届・許可申請に

係る事前打合せへ 

（→★） 

①変更届の場合 

（→★） 

変更届・許可申請に

係る事前打合せ 

竣工報告 

②変更許可の場合 

● 介護保険法第 94 条 2 項の変更許可 

● 介護保険法第 107条 2項の変更許可 

  変更許可申 

     （審査、現地確認等） 

  変更許可 
    

 

※介護報酬算定に係る体制の変更が

有る場合は、別に体制届を提出 

 ・増床の場合…職員確保等 

 ・その他必要な手続き 

● 介護保険法第 99 条の変更 

● 介護保険法第 113 条の変更 

        →(１０日以内)→変更届提出 

 

● 介護報酬算定に係る体制の変更 

 介護報酬算定に係る体制届提出 

受理の日の翌月から(月の初日の場合は当該月) 

 

変更事由の発生 

新たな報酬算定開始 

変更後の体制で運営開始 

完了検査・引き渡し 

介護老人保健施

介護医療院 


